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　平成26年８月１日発行の北海道医報第1151号にお

いて、新たな財政支援制度（新基金）について詳細

に述べた。同医報において、社会保障制度改革国民

会議の報告書での提案、その後の予算編成、「地域

における医療および介護の総合的な確保を推進する

ための関係法律の整備等に関する法律＝医療介護総

合確保推進法」の衆参両院での成立など時系列で解

説した。そして平成26年７月はじめ時点までの報告

を行った。今回はその後の状況を掲載する事とした。

また平成27年度から開始された基金の介護部分につ

いても掲載する。

<地域医療介護総合確保基金（医療分）について>

　道医報1151号で述べた通り、同基金に関しては北

海道総合保健医療協議会（総医協）地域医療専門委

員会（小熊委員長）で検討されている。平成26年７

月31日の国のヒアリングを経て、本道分として要望

通り37.3億円と決定されたが、先の医報の通り国庫

補助廃止事業対応分（約17.4億円）を優先的に確保

したため、残りは約20億円となった。

　37.3億円の内訳は①地域医療構想の達成に向けた

医療機関の施設又は設備の整備に関する事業16.16

億円、②在宅等における医療の提供に関する事業

　3,200万円、③医療従事者の確保に関する事業　

20.83億円が国より認められた。なおこの①～③の

中での事業区分間の調整は認められないとの事であ

った（表１）。

　平成26年度は期中であり、基金の活用には執行残

があったため、厚生労働省より方針が示された。

　ⓐ前年度執行残については、前記①～③へそれぞ

れの枠内で活用する事を原則として、翌年度の実施

に充てることが可能

　ⓑ平成27年度以降の新基金の活用については、上

記①「地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設

又は設備の整備に関する事業」に重点化して配分し

ていくと、あくまでも施設設備の整備にこだわりの

強い基金となっている。

　なお全国的な執行率は、事業①に関しては40.5％、

事業②は55.3％、事業③は78.7％であり、904億円

のうち全国で603億円（66.8％）の執行であった。

また本道分の執行率は、事業①8.3％、事業②59.5％、

事業③81.6％である。

　平成27年度計画として北海道は、前年度と同額の

37.3億円を要望し、平成27年５月ヒアリングに対応

した。しかし、７月17日厚労省より、総額904億円

については、２回に分けて配分する事とし、今回の

１回の内示は全体の約３分の２に当たる611億円と

するとの内示があった。本道分に関しては、要望額

37.34億円に対して65.3％の約24.37億円であった。

また①施設・設備の整備に関する事業に関しては要

望額に対して100％の12.1億円であったものに対し

て、②在宅等の事業に関しては、要望額3.33億円

に対して1.12億円（33.7％）、③医療従事者の確保

に関する事業は、要望額21.9億円に対して11.1億円

（50.9％）となり、いかに厚労省が地域医療構想に

おける医療機関の施設・設備の整備に重きを置いて

いるかを垣間見ることができる（表２）。

地域医療介護総合確保基金
（医療分・介護分）について
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表１　�地域医療介護総合確保基金を活用

して実施する事業

表２　�平成27年度地域医療介護総合確保基金（医療分）の配分に

ついて� （単位：千円）

区　　　分 基金活用額

①

地域医療構想の達成
に向けた医療機関の
施設又は設備の整備
に関する事業

1,616百万円

②
居宅等における医療
の提供に関する事業

32百万円

③
医療従事者の確保に
関する事業

2,083百万円

合　　　計 37.3億円

区　　　分 北海道要望額 内示額（第１回） 交付率

総　　　額 3,734,000 2,436,947 65.3％

①�地域医療構想の達成
に向けた医療機関の
施設又は設備の整備
に関する事業

1,210,621 1,210,621 100.0％

②�居宅等における医療
の提供に関する事業

332,870 112,227 33.7％

③�医療従事者の確保に
関する事業

2,190,509 1,114,099 50.9％
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　区分間の流用を、道も国に対して要望しているが

不可とされている。各地域において医療事情、整備

すべきことは当然異なり、柔軟な使用を認めて頂き

たいところである。その方が合理的であろう。

　平成27年10月には、厚労省より第２回目の内示が

行われた。本道分は8.8億円で、要望額37.34億円に

対して総額33.2億円（88.9％）の交付となった。

　事業①に関しては１回目の内示で100％であった

ため０円（総額12.1億円）、事業②に関しては1.2億円

で要望額に対して69.8％（総額2.33億円）、事業③は

7.6億円で85.6％（総額18.75億円）の交付であった。

　平成27年11月開催の北海道総医協地域医療専門委

員会では、各事業の評価を行ったが、概ね順調に事

業が行われている。しかし、平成27年度の基金が要

望額より減額されたため、これまで国庫補助事業と

して実施していた人材養成・確保事業などの継続事

業については優先的に充当する事とし、新規・拡充

事業については、一部事業内容の見直しや中止によ

り対応する事となった。

　平成28年度基金に向けて、北海道庁は画期的な要

求を行った。それは事業①に関して6.5億円、事業

②に関して3.4億円、事業③に関して30.4億円で総

額40.3億円という内容であった。国の方針はあくま

でも、①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施

設又は設備の整備に関する事業に重点配分するとい

う主旨で、総医協地域医療専門委員会での、「地域

医療構想を達成するためには人材の確保が必須であ

る。回復期相当の病棟（病床）へ転換しようにも人

材の確保ができない」という意見を踏まえたもので

あったが、それにしても思い切った要求であった。

これに対して８月に内示された基金の規模は、事業

①に関して6.5億円（100％）、事業②に関して2.3億

円（67.4％）、事業③に関して20.5億円（67.4％）

で総額29.3億円（前年度比マイナス3.9億円）であ

った（表３）。

　今後不足分に関しては基金の執行残を充当する予

定となった。北海道庁の英断に敬服したい。

<地域医療介護総合確保基金（介護分）について>

　地域医療介護総合確保基金（介護分）については、

北海道地域医療介護総合確保基金（介護分）検討協

議会が新たに設置され、同協議会で検討される事と

なった。委員は学識経験者、保健医療関係団体、福

祉関係団体及びその他関係団体の代表者等により幅

広く構成されている。協議会の座長は学識経験者か

ら北星大学社会福祉学部教授の杉岡直人氏が選出さ

れ、小職が副座長を務めている。基金の介護分は平

成27年度で724億円（国分483億円）となった。①介

護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス

等）に634億円、②介護従事者確保に関する事業に

90億円が配分された。

　平成27年５月には北海道に対して、事業①に関し

て31.2億円、事業②に関して3.9億円の総額35.1億

円が内示された（表４）。

　協議会および国の内示に先立ち、平成27年１月に

は、市町村・関係団体への事業提案募集およびホー

ムページによる公募が行われている。協議会では内

示額に基づき、提案事業に対する妥当性や配分が検

討された。その後さらに平成27年度補正予算が介護

分のみに1,561億円（うち国分1,040億円）が増額さ

れた（図１）。

　この補正予算は、アベノミクス新三本の矢のうち、

安心につながる社会保障の中の「介護離職ゼロ」対

策である。目標として①介護サービスが利用できず

に、やむを得ず離職する者の解消②特別養護老人ホ

ームへの入所が必要であるにもかかわらず、自宅で

待機している者の解消が挙げられ、対策として特別

表３　北海道への内示状況（基金規模額 ※国2/3、道1/3）� （単位：億円）

表４　「地域医療介護総合確保基金（介護分）」活用予定事業

事 業 区 分 Ｈ27内示
（Ａ）

今回内示
（Ｂ）

増　　減
（Ｂ-Ａ）

今回要望額
（Ｃ）

内 示 率
（Ｂ/Ｃ）

① 病 床 転 換 12.1 6.5 ▲5.6 6.5 100.0％

② 在 宅 医 療 2.3 2.3 0 3.4 67.4％

③ 医療従事者 18.8 20.5 1.7 30.4 67.4％

合　　計 33.2 29.3 ▲3.9 40.3 72.6％

　　事業区分① ： 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

　　事業区分② ： 居宅等における医療の提供に関する事業

　　事業区分③ ： 医療従事者の確保に関する事業

項　　　　　目 基金活用予定額（単位：千円）
１　介護施設等の整備に関する事業 3,118,094 

２　介護従事者の確保に関する事業 393,033 

①「基盤整備」に関する事業 (1,780)

②「参入促進」に関する事業 (121,477)

③「資質の向上」に関する事業 (256,300)

④「労働環境・処遇の改善」に関する事業 (13,476)

合　　　　　計 3,511,127 
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養護老人ホーム等の介護サービス提供基盤の整備に

ついて前倒し・加速化を行う(1,382億円)。またこ

れに伴い介護従事者を確保するための対策として用

いる（179億円）としている。さらに補正予算分の

活用事業は平成28年度からでも可能であり、複数年

でも執行可能（５年間で執行する事）と（医療分と

比較して）かなり柔軟なものとなっている。なお本

道分は、補正予算として施設整備に40.9億円、人材

確保に6.2億円となっている。

　平成28年度の基金（介護分）に関しては平成27

年度と同額の724億円となり、本道分は要望額通り

30.2億円と内示された。内訳は①介護施設等整備に

26.3億円、②介護従事者確保に3.9億円である。な

おこの区分間の流用など事業区分を超えた弾力的な

基金の運用を認めることについて、様々な機会を通

じて要望中である。平成28年９月現在、期首残高が

①介護施設等整備に関して51.4億円あり28年度分の

内示額と合わせると77.7億円となるが、28年度は

47.3億円の執行予定である。②介護従事者確保に関

する残高は7.1億円であり、内示額との合計は11億

円であるが、28年度は5.6億円の執行予定となって

いる（表５）。

<おわりに>

　地域医療介護総合確保基金は、2025年を展望し、

病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・

介護従事者の確保・勤務環境の改善等、「効率的か

つ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケア

システムの構築」が急務である事から、平成26年度

より消費税増収分を活用した財政支援制度として創

設され、各都道府県に設置されたものである。都道

府県は、地域医療計画を作成し、その計画に基づき

事業を実施する事となっている。この基金は消費税

増収分が充当されるため、毎年の財政規模は決定さ

れている。

　医療部分の施設設備整備事業に関しては、原則1/2

以上の事業者負担が求められる。ソフト事業で、複

数年継続して実施する場合については最長でも３年

間とし、評価のうえ、必要に応じて再継続する事が出

来る（３年度間ごとに再評価する）事になっている。

　介護部分に関しても、施設設備整備事業等、特定

の事業者の資産形成につながる事業については、基

本的に事業者負担が設定されている。また基金を活

用する事業については、医療と同様に、最長でも３

年間とし、実施状況にかかる評価を行った上で、必

要に応じて再継続する事が出来るものとしている。

　我々北海道医師会の役員は、総合確保基金（医療

分・介護分）を検討するそれぞれの会議に参加し意

見を述べているが、①申請された事業が適切か否か

②その配分が公民均等か否かも課題であるが、それ

にも増して事後評価が極めて重要である。現在のと

ころ概ね順調に事業が行われているが、事業に大き

な遅れや、目標を大幅に下回っている事業も散見さ

れる。

　この基金は本来、診療報酬あるいは介護報酬の財

源となるべきものを国がこのような形にしたものと

言うことが出来る。各医療機関・介護事業者に直接

分配されるはずであったものであり、我々にとって

はその意味でも真に有効な活用を願うものである。

また消費税という貴重な国民の血税を無駄なく国民

のために使用させて頂くと言う視点で事業内容・今

後の成果を注視して行きたい。

表５　地域医療介護総合確保基金予算内訳� （単位：億円）

図１　地域医療介護総合確保基金の予算

H27 H28（予定）
従事者確保 施設整備 計 従事者確保 施設整偏 計

期首残高 － － － 7.1 51.4 58.5

基金積立
当初 3.9 31.2 35.1 3.9 26.3 30.2

補正 6.2 40.9 47.1 － － －

執行（予定）額 3.0 20.7 23.7 5.6 47.3 52.9

残　　額 7.1 51.4 58.5 5.4 30.4 35.8


